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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第１四半期連結
累計期間

第24期
第１四半期連結
累計期間

第23期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 1,566,047 1,730,195 6,486,080

経常利益又は経常損失(△) （千円） △30,023 △49,047 33,489

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失(△)

（千円） △44,505 30,432 321,397

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △65,678 109,072 329,735

純資産額 （千円） 3,032,158 3,432,367 3,397,044

総資産額 （千円） 13,070,597 21,540,858 23,320,252

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額(△)

（円） △18.80 12.85 135.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.0 16.6 15.3

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また第23期第１

四半期連結累計期間が１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

５　当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前期末および前年同四半

期を記載しております。詳細は「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変

更）」に記載のとおりであります。

 

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

（合同会社ＬＣＲＦ２）

当第１四半期連結会計期間において、資金借入に対する連帯保証が終了したため、連結の範囲から除外しておりま

す。

（合同会社ＬＣＲＦ６）

当第１四半期連結会計期間において、資金借入に対する連帯保証を行ったため、連結の範囲に含めております。

　この結果、平成27年６月30日現在では、当社グループは、当社、子会社9社及び関連会社１社により構成されるこ

ととなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　なお、当社の連結子会社において固定資産の譲渡をしております。また、当社は平成27年７月17日の取締役会決議

に基づき、連結子会社において固定資産を取得しております。詳細は「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸

表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失」としております。

　また、当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前期末および前年同四

半期比較を行っております。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀による金融緩和政策を背景に、円安・

株価の上昇や、一部の企業収益に改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調にあるものの、円安進行による物

価の上昇や、消費税増税後の個人消費の低迷など、先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループの連結業績は、既存資産の収益向上に努めてまいりましたが、支払利息等の増加があったものの、

人件費を含む販売費及び一般管理費の減少等により、売上高1,730,195千円(前年同四半期比10.5％増収)、営業利

益179,467千円（前年同四半期比833.8％増益)、経常損失は49,047千円（前年同四半期は経常損失30,023千円）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は30,432千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失44,505千

円)となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は前連結会計年度末に比べて16.1％増加し、5,114,114千円となりました。これはその他613,843千円の

増加があったこと等によります。

　固定資産は前連結会計年度末に比べて13.2％減少し、16,426,743千円となりました。これは土地1,943,954千円

の減少があったこと等によります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて7.6％減少し、21,540,858千円となりました。

（負債）

　流動負債は前連結会計年度末に比べて7.1％減少し、1,902,237千円となりました。これは１年内返済予定の長期

借入金178,058千円が減少したこと等によります。

　固定負債は前連結会計年度末に比べて9.3％減少し、16,206,253千円となりました。これは長期借入金2,841,342

千円の減少があったこと等によります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて9.1％減少し、18,108,490千円となりました。

（純資産）

　純資産合計は前連結会計年度末に比べて1.0％増加し、3,432,367千円となりました。これは利益剰余金43,246千

円の減少があった一方、為替換算調整勘定が45,863千円増加したこと等によります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,690,000

計 5,690,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 2,368,000 2,368,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(グロース)

単元株式数100株

計 2,368,000 2,368,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 2,368,000 － 844,188 － 807,127

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,367,600 23,676 －

単元未満株式 普通株式　　　　300 － －

発行済株式総数 2,368,000 － －

総株主の議決権 － 23,676 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

株式会社ロジコム
東京都東大和市立野

二丁目１番地３
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,644,791 2,663,386

受取手形及び売掛金 118,224 192,559

商品及び製品 2,486 2,813

原材料及び貯蔵品 505 704

繰延税金資産 27,776 27,901

1年内回収予定の長期貸付金 3,576 4,308

その他 1,611,464 2,225,308

貸倒引当金 △4,012 △2,868

流動資産合計 4,404,812 5,114,114

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,812,426 5,866,103

機械装置及び運搬具（純額） 113,791 389,813

土地 8,781,388 6,837,433

リース資産（純額） 33,037 30,161

建設仮勘定 6,849 -

その他（純額） 17,261 16,749

有形固定資産合計 15,764,754 13,140,261

無形固定資産   

借地権 526,223 514,934

その他 11,422 27,967

無形固定資産合計 537,646 542,901

投資その他の資産   

長期貸付金 30,676 17,849

繰延税金資産 66,029 69,816

敷金及び保証金 1,855,227 2,044,947

投資不動産 6,027 6,008

その他 679,348 629,983

貸倒引当金 △24,271 △25,024

投資その他の資産合計 2,613,038 2,743,580

固定資産合計 18,915,439 16,426,743

資産合計 23,320,252 21,540,858
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,396 3,201

短期借入金 479,642 459,503

1年内返済予定の長期借入金 739,861 561,802

未払法人税等 14,067 5,887

賞与引当金 28,310 34,555

役員賞与引当金 36,120 -

リース債務 11,523 11,412

その他 734,741 825,876

流動負債合計 2,048,662 1,902,237

固定負債   

長期借入金 12,707,261 9,865,918

リース債務 23,043 20,255

資産除去債務 400,969 403,100

長期預り敷金保証金 3,126,826 3,107,047

その他 1,616,445 2,809,931

固定負債合計 17,874,545 16,206,253

負債合計 19,923,207 18,108,490

純資産の部   

株主資本   

資本金 844,188 844,188

資本剰余金 807,127 807,127

利益剰余金 1,866,852 1,823,605

自己株式 △47 △47

株主資本合計 3,518,120 3,474,874

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 48,075 93,939

その他の包括利益累計額合計 48,075 93,939

非支配株主持分 △169,151 △136,446

純資産合計 3,397,044 3,432,367

負債純資産合計 23,320,252 21,540,858
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 1,566,047 1,730,195

売上原価 1,254,930 1,275,289

売上総利益 311,117 454,906

販売費及び一般管理費 291,897 275,439

営業利益 19,219 179,467

営業外収益   

受取利息 4,748 2,478

受取配当金 3,283 20

違約金収入 3,192 -

貸倒引当金戻入額 683 -

賞与引当金戻入額 - 1,836

匿名組合投資利益 - 8,643

その他 1,872 26,879

営業外収益合計 13,779 39,857

営業外費用   

支払利息 50,404 142,818

資金調達費用 7,806 120,500

持分法による投資損失 1,162 1,432

その他 3,649 3,620

営業外費用合計 63,022 268,372

経常損失（△） △30,023 △49,047

特別利益   

固定資産売却益 - 170,536

受取和解金 - 2,792

特別利益合計 - 173,328

特別損失   

固定資産除却損 396 1,020

その他 - 42,755

特別損失合計 396 43,775

匿名組合損益分配前税引前当期純利益又は純損失

（△）
△30,420 80,505

匿名組合損益分配額 - 14,873

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△30,420 65,631

法人税等 11,059 2,423

四半期純利益又は四半期純損失（△） △41,479 63,208

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,026 32,775

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△44,505 30,432
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △41,479 63,208

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,946 -

為替換算調整勘定 △21,708 45,960

持分法適用会社に対する持分相当額 △545 △96

その他の包括利益合計 △24,199 45,863

四半期包括利益 △65,678 109,072

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △68,705 76,296

非支配株主に係る四半期包括利益 3,026 32,775
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第１四半期連結会計期間より、合同会社ＬＣＲＦ２の資金借入に対する連帯保証が終了したため連結の範囲

から除外し、また、合同会社ＬＣＲＦ６の資金借入に対する連帯保証を行ったため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

（会計方針の変更)

①企業結合に関する会計基準等の適用

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

②資金調達費用に関する会計処理

当社は従来、融資手数料を支払時の一括費用として処理しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から借

入期間で均等償却する方法に変更しております。

当社及びグループにおける事業方針により投資案件の規模(金額)が巨大化しており、期間計算上、投資収益と

費用を対応させることが利害関係者に対してより有用な情報開示に資すると判断したことから当該変更を行ったも

のであります。

 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度における連結貸借対照表は、繰延税金資産(流動資産)

が2,085千円減少、その他(流動資産)が47,055千円増加、繰延税金資産(投資その他の資産)が13,910千円減少、そ

の他(投資その他の資産)が191,647千円増加、非支配株主持分が189,390千円増加しております。

前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、営業外費用が1,575千円増加し、経常損失及び税金等調

整前四半期純損失が同額増加しております。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は1,073千円増加しており

ます。

当第１四半期連結累計期間において、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ

り、利益剰余金の前期首残高は35,792千円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当第１四半期連結会計期間を含む、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る減価償却費を含む。)は次のとおりであり

ます。
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 112,816千円 164,112千円

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 23,678 10.00  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 23,678 10.00  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、不動産賃貸関連事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略

しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項　　目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額(△)
△18円80銭 12円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額(△）（千

円）

△44,505 30,432

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額(△)（千円）

△44,505 30,432

普通株式の期中平均株式数（株） 2,367,890 2,367,890

　(注)　　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また前第１四半期連結

累計期間が１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前年同四半期を記

載しております。
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（重要な後発事象）

１．固定資産の譲渡

　当社の連結子会社であるSJ Almaden Ⅱ，Inc.が、次のとおり固定資産の譲渡を決議し、譲渡いたしました。

 

(1)固定資産の譲渡の内容

契約締結日 平成27年６月30日

譲渡物件 米国カリフォルニア州所在の土地建物

帳簿価額等 本件取引における譲渡の相手先との守秘義務契約等により、資産の

名称、所在地及び概要、譲渡価額、帳簿価額、決済方法等について

は公表を差し控えさせて頂きます。

譲渡先との関係 当社及び当社グループ会社と当該会社とは資本関係、人的関係、取

引関係、関連当事者いずれも該当ありません。

 

(2)当該事象の損益及び連結損益に与える影響額

　当該固定資産の譲渡に伴い、平成28年３月期第２四半期決算において、870百万円の特別利益を計上する見

込みです。

 

 

２．重要な設備投資

当社は平成27年７月17日の取締役会決議に基づき、下記の通り固定資産(所有権)を取得しております。

(1)取得の目的

当社グループにおける収益向上に貢献する物件として取得するものであります。

(2)取得資産の内容

①売買契約日 平成27年７月17日

②引渡日 平成27年７月21日

③内容  

取得資産の種類 所有権

名称及び所在地 神奈川県所在の土地及び建物

④取得価額 取得価額は、当社の直近事業年度における連結貸借対照表の純資産の

30％を超えます。

(3)その他

上記資産の取得は合同会社ＬＣＲＦ７（以下「本SPC」）によるものであり、資産の取得資金借入にあたり当

社が連帯保証を行っております。これにより、本SPCが当社の連結子会社になることになります。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成27年８月10日

株式会社ロジコム

取締役会　御中

 

赤坂有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　　崎　　知　　岳　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　本　　顕　　三　　㊞

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ロジコムの平成27年4月1日から平成28年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期
間（平成27年4月1日から平成27年6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成
27年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ロジコム及び連結子会社
の平成27年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項
　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は融資手数料について支払時に一括して費用計上して
いたが当第1四半期連結会計期間より借入期間で均等償却する方法に変更した。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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